[image: image1.png]



　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　




６月２９日 午後2：50 農協前

地域主権を確実に前進させ、地方

公務員の声を代弁しようと奮闘する

「藤川まさし」候補の訴えに耳を傾

けてください。


６月２９日 午後2時頃 役場

	自治労北海道本部調査室長の頃から佐藤町長をはじめ、津別町に知り合いの多い峰崎直樹財務副大臣が、参議院議員に当選したのは1992年の第16回参議院選挙でした。

以来今日まで、経済問題、特に金融・財政問題を議員活動におけるライフワークとして取り組んできました。

この度の改選で峰崎直樹財務副大臣の参議院議員としての活動は一区切りとなります。本当に３期18年間、お疲れ様でした。　
	
	
	本日、峰崎直樹財務副大臣が急遽、管内入りすることとなり、「藤川」候補に先行して各市町を回りますが、峰崎財務副大臣から、ぜひ津別町役場にも出向きたいとの申し出があり、本日、午後２時頃に来庁されます。

あいにく、定例議会と重なっていますが、18年間、自治労の仲間を代表して国会でご奮闘いただいたことに感謝し、みなさん業務ご多忙のこととは思いますが、庁内を挨拶に回った際にはよろしくお願いします。

	
	
	
	




『フジサンケイビジネスアイ』2010年6月9日号　掲載「コラム」


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参議院議員・峰崎直樹　

■基礎年金の税方式は不可能
　ギリシャに端を発したソブリン・リスクの余波は、なかなか収まりそうにない。ＰＩＩＧＳと呼ばれるＥＵ（欧州連合）諸国の財政の脆弱（ぜいじゃく）性に比べ、累積債務の対ＧＤＰ（国内総生産）比でみる限り日本の１８２％という水準は突出しているものの、その９５％は国内でファイナンスできているが故に危機感は薄いのだろう。それだけ国内の個人貯蓄の水準が高いのだが、その貯蓄も団塊の世代が退職し年金基金の取り崩しが始まれば、急速に国内消化能力を失いかねない。
他方、日本の財源調達能力は消費税率にしてもまだ税率５％という水準で、市場関係者はまだ余力があるとみているのだろう。意外に見落としているのが所得税水準の低さであり、日本の個人所得税収の対国民所得比率も２００７年で７．６％と先進国の中でまことに貧弱で、基幹税である所得税と消費税の両税の財源調達力の低さに注目すべきである。

■高齢化比率高いが税低く
　確かに日本は、国民負担率は米国と並んで３０％台で、ドイツの５０％台、フランスやスウェーデンの６０％台に比べて、高齢化比率が２０％強と一番高いにもかかわらず、最低の水準にあることをみなければなるまい。いま必要とされている年金・医療・介護・保育などにかかる財源不足はまことに大きい。
　今から２年前、当時の社会保障国民会議が試算した２０２５年の将来推計結果をみると、基礎年金について社会保険方式を前提とした場合、低年金・無年金者対策の強化で２．９兆円、医療・介護の充実強化と効率化の同時実施で約１４兆円、少子化対策として親の就労と子供の育成の両立を支える支援や、すべての子供の健やかな育成基盤となる地域の取り組みで１．６兆～２．５兆円。これら追加的に社会保障に必要とされる金額は合計１９兆～２０兆円と推計し、消費税率に換算すると５％程度となる。これに基礎年金の国庫負担率を２分の１へ引き上げる場合は、１％加算され６％程度となる。
　一方、基礎年金について全額税方式になると１５兆～３１兆円となり、消費税率換算で３．５～８％程度と急増し、追加的に社会保障に必要とされる財源は約３１兆～４８兆円、消費税率に換算すると９～１３％となる。このような社会保障財源の予測は決して高いものではなく、これまでの貧弱なレベルを考えれば常識的なものといえよう。

■国民負担率は仏独並みに
　実は、この数値が公表されたのは今から２年前で、リーマン・ショック以前の経済を土台にしている。今、日本の財政赤字は実質的には約４５兆円（消費税率換算で約１９％）とみてよいのだが、これに先の高齢化ピークを迎える２５年のデータを消費税率に換算したものを機械的に加算してみると、基礎年金全額税方式の場合、消費税率に換算して２８～３２％、２分の１方式で２５％程度になる。果たしてこれだけの国民負担を実現できるかどうか、財政展望は暗いといわざるを得ないが、国民所得比でみると２５％の消費税率は約１８％、現在の国民負担率３９％に加算すれば５７％程度である。この水準はドイツやフランスなどと同程度だが、厳しい水準であることには変わりがない。
　もっとも、現時点の経済水準があまりにも低すぎ、法人税収が極端に落ち込んでいることや、さまざまな歳入改革や歳出カットに向けた努力も加われば５０％そこそこにとどまることも可能だろう。もちろん、この前提には年平均名目２．０％の経済成長率など一定の前提が置かれ、各種のシミュレーションが実施された中の一つを取り出しただけである。ただ、基礎年金の全額税方式は実現可能性がない、といわざるを得ないし、３．７兆円もの企業の年金負担額がなくなることは思いとどまるべきであろう。（この見解は個人のもので、所属する組織の見解ではありません）
【以上】










『フジサンケイビジネスアイ』６月９日号の「コラム」を裏面に載せています。

















＝ 組合員のみなさんへ ＝


１時間の年休を取ってご参加ください。


なお、街頭演説の参加者には、民主党の政権公約『Ｍanifesto』が配布されます。











